
令 和 ５ 年 度

群 馬 県 利 根 郡 み な か み 町

水 道 事 業 会 計 予 算



　(総則)

第 1 条　令和５年度みなかみ町水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

　(業務の予定量)

第 2 条　業務の予定量は、次のとおりとする。

(1) 給水戸数 7,523 戸　  

(2) 年間総給水量 2,608,976m
3

(3) 一日平均給水量 7,148m3

(4) 主要な建設改良事業

（奈女沢配水管布設工事、水明荘配水管布設替工事、無多子沢取水施設改修工事、水道施設監視装置更新工事）

　(収益的収入及び支出)

第 3 条　収益的収入及び支出の予算額は、次のとおりと定める。

　第 1 款 水道事業収益 千円

　　第 1 項 営業収益 千円

　　第 2 項 営業外収益 千円

　　第 3 項 特別利益 千円

　第 1 款 水道事業費用 千円

　　第 1 項 営業費用 千円

　　第 2 項 営業外費用 千円

　　第 3 項 特別損失 千円

　　第 4 項 予備費 千円
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395,000

371,632

22,367

1

支　　　　　出

1,000

令和５年度みなかみ町水道事業会計予算

収　　　　　入

407,000

357,064

49,935
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　(資本的収入及び支出)

第 4 条　資本的収入及び支出の予算額は、次のとおりと定める。

  （資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額 116,000千円は、損益勘定留保資金 90,999千円及び当年度分消費税及び地方消費税資本的　

 　収支調整額 25,001千円で補てんするものとする。）

　第 1 款 水道事業資本的収入 千円

　　第 1 項 企業債 千円

　　第 2 項 工事負担金 千円

　　第 3 項 補助金 千円

　第 1 款 水道事業資本的支出 千円

　　第 1 項 建設改良費 千円

　　第 2 項 企業債償還金 千円

　(企業債)

第 5 条　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

 5.0％以内

 （ただし、利率見直し方式で借り

 入れる政府資金及び地方公共団体

 金融機構について、利率の見直し

 を行った後においては、当該見直

　起債の目的 限度額 起債の方法 利　率 償 還 の 方 法

(単位：千円）

  政府資金については、その融資条件により、

銀行その他の場合は、その債権者と協定すると

ころによる。

  ただし、町財政の都合により据置期間及び償

還期間を短縮し、又は、繰上償還もしくは低利

に借換えすることができる。 し後の利率）

合　　　計 102,500

水道施設整備事業 102,500
証書借入
 又は

証券発行

収　　　　　入

102,500

41,366

357,000

241,000

支　　　　　出

80,982

276,018

97,134



　(一時借入金)

第 6 条　一時借入金の限度額は、50,000千円と定める。

　(予定支出の各項の経費の金額の流用)

第 7 条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

　(1)　第1款水道事業費用のうち、第1項営業費用、第2項営業外費用、第3項特別損失に係る予算額に過不足を生じた場合における項間の流用

　(議会の議決を経なければ流用することのできない経費)

第 8 条　次に掲げる経費については、その経費の金額をそれ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、

   議会の議決を経なければならない。

　(1)　職員給与費 千円

　(たな卸資産購入限度額)

第 9 条　たな卸資産購入限度額は、3,650千円と定める。

令和 5 年 3 月 8 日提出

   －3－

群馬県みなかみ町長    阿　部　賢　一

36,320



収　　入 （単位：千円）

予定額

1 水道事業収益 407,000

1 営業収益 357,064

1 給水収益 351,548

9 その他営業収益 5,516

2 営業外収益 49,935

1 受取利息及び配当金 1

2 他会計補助金 6,854

5 長期前受金戻入 41,077

7 雑収益 2,003

3 特別利益 1

1 過年度損益修正益 1

407,000

預金利息

収　　　入　　　合　　　計

過年度損益修正益
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収益的収入及び支出

水道料金

その他雑収益

受贈財産評価額長期前受金戻入等

他会計補助金

令和５年度みなかみ町水道事業会計予算実施計画

款 項 目 備      考

材料売却収益等



支　　出 （単位：千円）

予定額

 1 水道事業費用 395,000

1 営業費用 371,632

1 原水及び浄水費 102,941

2 配水及び給水費 52,078

4 総係費 87,731

5 減価償却費 128,084

6 資産減耗費 797

9 その他営業費用 1

2 営業外費用 22,367

1 支払利息及び企業債取扱諸費 11,367

2 消費税 10,000

3 雑支出 1,000

3 特別損失 1

2 過年度損益修正損 1

4 予備費 1,000

1 予備費 1,000

395,000

備消耗品費等

備消耗品費等

款 項 目 備      考

給料等

有形固定資産減価償却費

固定資産除却費

材料売却原価
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企業債利息等

消費税

その他雑支出

過年度損益修正損

予備費

支　　　出　　　合　　　計



収　　入 （単位：千円）

予定額

 1 水道事業資本的収入 241,000

1 企業債 102,500

1 企業債 102,500 建設改良費等企業債

2 工事負担金 41,366

1 工事負担金 41,366 工事負担金

3 補助金 97,134

1 補助金 97,134

241,000

支　　出 （単位：千円）

予定額

1 水道事業資本的支出 357,000

1 建設改良費 276,018

1 施設改良工事費 161,761

2 固定資産購入費 114,257

2 企業債償還金 80,982

1 企業債償還金 80,982

357,000

補助金
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機械及び装置購入費等

備      考

款 項 目 備      考

支　　　出　　　合　　　計

資本的収入及び支出

建設改良費等企業債償還金

収　　　入　　　合　　　計

款 項 目

委託料等



支　　出 （単位：千円）

予定額

1 たな卸資産購入限度額 3,650

1 たな卸資産購入限度額 3,650

1 たな卸資産購入限度額 3,650

3,650
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たな卸資産購入限度額

支　　　出　　　合　　　計

項 目 備      考

たな卸資産購入限度額

款
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（単位：千円）
１　業務活動によるキャッシュ・フロー

　　　　当年度純利益 7,820

　　　　減価償却費 128,084

　　　　固定資産の除却費及び減損損失 797

　　　　賞与引当金の増減額（△は減少） △ 2,047

　　　　長期前受金戻入 △ 41,077

　　　　受取利息及び受取配当金 △ 1

　　　　支払利息及び企業債取扱い諸費 11,367

　　　　未収金の増減額（△は増加） △ 4,386

　　　　未払金の増減額（△は減少） 3,529

　　　　たな卸資産の増減額（△は増加） 1

　　　　小計 104,087

　　　　受取利息及び受取配当金 1

　　　　支払利息及び企業債取扱い諸費 △ 11,367

　　業務活動によるキャッシュ・フロー 92,721

２　投資活動によるキャッシュ・フロー

　　　　有形固定資産の取得による支出 △ 251,015

　　　　国庫補助金等による収入 △ 8,386

　　　　一般会計又は他の特別会計からの繰入金による収入 138,500

　　投資活動によるキャッシュ・フロー △ 120,901

３　財務活動によるキャッシュ・フロー

　　　　建設改良等の財源に充てるための企業債による収入 102,500

　　　　建設改良等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 80,982

　　財務活動によるキャッシュ・フロー 21,518

　　資金増加額（又は減少額） △ 6,662

　　資金期首残高 539,719

　　資金期末残高 533,057

令和５年度みなかみ町水道事業会計予定キャッシュ・フロー計算書（間接法）

（令和5年4月1日から令和6年3月31日まで）



備　　考
特別職 一般職 報　酬 給　料 手　当 計
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給   与   費   明   細   書

1 職員

（１） 総括 (単位：千円)

区　　　　分

職　員　数　(人） 給　　　　与　　　　費

法定福利費 合　　計

年 資本勘定支弁職員

本 損益勘定支弁職員 0 4 0 14,290 30,520 5,800 36,32016,230

前 損益勘定支弁職員 0 4 0

度 合　　計 0 4 0

16,010 13,760 29,770 5,770 35,540

14,290 30,520 5,800 36,32016,230

度 合　　計 0 4 0

年 資本勘定支弁職員

16,010 13,760 29,770 5,770 35,540

資本勘定支弁職員

比 損益勘定支弁職員 0 0 0 530 750 30 780220

530 750 30 780

(単位：千円)

較 合　　計 0 0 0 220

手
当
の
内
訳

区　　分 扶養手当 通勤手当 時間外勤務手当 管理職手当 住居手当 期末勤勉手当 寒冷地手当 退職手当 合　計

本 年 度 450 320 3,860 0 310 6,480 290 2,580 14,290

前 年 度 450 370 3,860 0 0 6,250 280 2,550 13,760

比　　較 0 △ 50 0 0 310 230 10 530

給　　料 220 昇 給 に 伴 う 増 加 分 220

30

　支給額改定等

（２） 給料及び職員手当の増減額の明細 (単位：千円)

区　　　分 増　減　額 増　減　事　由　別　内　訳 説　　　明 備　　　考

給 与 改 定 に 伴 う 増 減 分 0

そ の 他 の 増 減 分 0

職員手当 530
制 度 改 正 に 伴 う 増 加 分 230 　勤勉手当支給月数の変更に伴う増減

そ の 他 の 増 減 分 300



（３） 給料及び職員手当の状況
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　ア. 職員１人当たり給与

区　　　　　　分 一般行政職 技能労務職

(円）

平 均 年 齢 （歳） 40.8 (歳） － (歳）

令和5年1月1日現在

平均給料月額（円） 325,525 (円） － (円）

平均給与月額（円） 393,291 (円） －

(円）

平 均 年 齢 （歳） 40.0 (歳） － (歳）

令和4年1月1日現在

平均給料月額（円） 320,825 (円） － (円）

平均給与月額（円） 366,223 (円） －

高校卒 154,600 － 154,600

大学卒 177,800 － 185,200

　イ. 初　任　給

区　分 一般行政職(円) 技能労務職(円）
一般会計の制度

一般行政職（円）

　ウ． 級別職員数

区　　　　　分
一　般　行　政　職 技　能　労　務　職

級 職員数(人) 構成比(％) 級 職員数(人) 構成比(％)

－

5級 － － 5級 － －

令和5年1月1日現在

6級 － － 6級 －

4級 3 75.0 4級

2級 － － 2級 － －

－ －

3級 － － 3級 － －

計 4 100.0 計 0 0.0

1級 1 25.0 1級 － －

－

5級 － － 5級 － －

6級 － － 6級 －

－ －

3級 － － 3級 － －

4級 3 75.0 4級

計 4 100.0 計 0 0.0

令和4年1月1日現在

1級 1 25.0 1級 － －

2級 － － 2級 － －



特に高度な技能又は経験を必要

とする業務に従事する者の職務

 （級別の標準的な職務内容）

令和5年1月

　エ． 昇　給

区　　　　　分 合　　計
代表的な職種

一般行政職 技　術　職

定型的な業務に従事する者及び相当

の技能又は経験を必要とする業務に

従事する者の職務

室長の職務

職務

職務

主事・主事補の職務

所掌する参事の職務 する参事の職務

  ４号給　  　(人）

  ８号給　  　(人）

号給数内訳
4 4

本年度

職　　員　　数　　　(A）  (人） 4 4

昇給に係る職員数  　(B）  (人） 4 4

  ２号給　  　(人）

  比   率　　(B)/(A)　　（％） 100.0 100.0

扶  　養  　手  　当 同　　　じ

住　　居　　手　　当 同　　　じ

有

　カ.　その他の手当

区　　　　　　　　分 一般会計の制度との異同 差異の内容

一般会計の制度 2.200 2.200
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１級

通　　勤　　手　　当 同　　　じ

本　　年　　度 2.200 2.200 有

前　　年　　度 2.150 2.150

区分

有

　オ.　期末手当・勤勉手当

区　　　　　分
支　給　期　別　支　給　率 支給率計 職制上の段階、職務の級等

による加算措置

4.40

4.30

4.40

２級

主任の職務

高度の技能又は経験を必要

とする業務に従事する者の

課長・次長又は

特に困難な業務を

５級６級

課長補佐の職務

困難な業務を所掌

係長・主幹の職務

４級 ３級

主査の職務

備考
6月 12月 （月分）

  ３号給　  　(人）



（単位：千円）

Ⅰ. 固定資産

   1. 有形固定資産

    (1) 土地 90,420

    (2) 建物 232,699

      　建物減価償却累計額 △ 184,633 48,066

    (3) 構築物 7,328,762

      　構築物減価償却累計額 △ 4,853,865 2,474,897

    (4) 機械及び装置 1,860,678

      　機械及び装置減価償却累計額 △ 1,491,469 369,209

    (5) 車両運搬具 10,711

      　車両運搬具減価償却累計額 △ 5,339 5,372

    (6) 工具器具及び備品 36,872

      　工具器具及び備品減価償却累計額 △ 22,801 14,071

    (7) 建設仮勘定 6,924

        有形固定資産合計 3,008,959

        固定資産合計 3,008,959

Ⅱ. 流動資産

   1. 現金預金 533,057

   2. 未収金 98,793

   　 貸倒引当金 △ 1,500 97,293

   3. 貯蔵品 793

   4. その他流動資産 28

        流動資産合計 631,171

        資産合計 3,640,130

－12－

令和５年度みなかみ町水道事業会計予定貸借対照表

（令和6年3月31日）

資　　　　　産　　　　　の　　　　　部



（単位：千円）

Ⅲ. 固定負債

   1. 企業債 　

    (1) 建設改良等の財源に充てるための企業債 697,615

    (2) その他の企業債 90,740

        企業債合計 788,355

        固定負債合計 788,355

Ⅳ. 流動負債

   1. 企業債

    (1) 建設改良等の財源に充てるための企業債 74,534

        企業債合計 74,534

   2. 未払金 20,000

   3. 引当金

    (1) 賞与引当金 14,316

        引当金合計 14,316

        流動負債合計 108,850

Ⅴ.繰延収益

   1. 長期前受金 2,169,771

   2. 長期前受金収益化累計額 △ 1,454,316

        繰延収益合計 715,455

　        負債合計 1,612,660

－13－

負　　　　　債　　　　　の　　　　　部



（単位：千円）

Ⅵ. 資本金 1,302,768

Ⅶ. 剰余金

   1. 資本剰余金

    (1) 受贈財産評価額 28,408

        資本剰余金合計 28,408

   2. 利益剰余金

    (1) 減債積立金 30,000

    (2) 利益積立金 30,000

    (3) 建設改良積立金 627,619

    (4) 当年度未処分利益剰余金 8,675

        利益剰余金合計 696,294

        剰余金合計 724,702

        資本合計 2,027,470

        負債資本合計 3,640,130

－14－

資　　　　　本　　　　　の　　　　　部



1 営業収益

 (1) 給水収益 309,914

 (2) その他営業収益 4,507 314,421

2 営業費用

 (1) 原水及び浄水費 94,175

 (2) 配水及び給水費 37,414

 (3) 総係費 89,609

 (4) 減価償却費 130,987

 (5) 資産減耗費 763

 (6) その他営業費用 1 352,949

     営業利益 △ 38,528

3 営業外収益

 (1) 受取利息及び配当金 1

 (2) 他会計補助金 9,805

 (3) 長期前受金戻入 44,040

 (4) 雑収益 4 53,850

4 営業外費用

 (1) 支払利息及び企業債取扱諸費 13,558

 (2) 雑支出 909 14,467 39,383

     経常利益 855

   －15－

令和４年度みなかみ町水道事業会計予定損益計算書

（令和4年4月1日から令和5年3月31日まで）

（単位：千円）



5 特別利益

 (1) 過年度損益修正益 1 1

6 特別損失

 (1) 過年度損益修正損 1 1 0

     当年度純利益 855

     前年度繰越利益剰余金 0

     当年度未処分利益剰余金 855

   －16－



（単位：千円）

Ⅰ. 固定資産

   1. 有形固定資産

    (1) 土地 89,420

    (2) 建物 232,699

      　建物減価償却累計額 △ 182,113 50,586

    (3) 構築物 7,166,561

      　構築物減価償却累計額 △ 4,753,500 2,413,061

    (4) 機械及び装置 1,757,717

      　機械及び装置減価償却累計額 △ 1,467,987 289,730

    (5) 車両運搬具 10,711

      　車両運搬具減価償却累計額 △ 4,351 6,360

    (6) 工具器具及び備品 36,872

      　工具器具及び備品減価償却累計額 △ 22,071 14,801

    (7) 建設仮勘定 22,867

        有形固定資産合計 2,886,825

        固定資産合計 2,886,825

Ⅱ. 流動資産

   1. 現金預金 539,719

   2. 未収金 94,407

   　 貸倒引当金 △ 1,500 92,907

   3. 貯蔵品 793

   4. その他流動資産 28

        流動資産合計 633,447

        資産合計 3,520,272

－17－

令和４年度みなかみ町水道事業会計予定貸借対照表

（令和5年3月31日）

資　　　　　産　　　　　の　　　　　部



（単位：千円）

Ⅲ. 固定負債

   1. 企業債 　

    (1) 建設改良等の財源に充てるための企業債 722,158

    (2) その他の企業債 39,490

        企業債合計 761,648

        固定負債合計 761,648

Ⅳ. 流動負債

   1. 企業債

    (1) 建設改良等の財源に充てるための企業債 79,722

        企業債合計 79,722

   2. 未払金 16,471

   3. 引当金

    (1) 賞与引当金 16,363

        引当金合計 16,363

        流動負債合計 112,556

Ⅴ.繰延収益

   1. 長期前受金 2,039,657

   2. 長期前受金収益化累計額 △ 1,413,239

        繰延収益合計 626,418

　        負債合計 1,500,622

負　　　　　債　　　　　の　　　　　部
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（単位：千円）

Ⅵ. 資本金 1,302,768

Ⅶ. 剰余金

   1. 資本剰余金

    (1) 受贈財産評価額 28,408

        資本剰余金合計 28,408

   2. 利益剰余金

    (1) 減債積立金 30,000

    (2) 利益積立金 30,000

    (3) 建設改良積立金 627,619

    (4) 当年度未処分利益剰余金 855

        利益剰余金合計 688,474

        剰余金合計 716,882

        資本合計 2,019,650

        負債資本合計 3,520,272

－19－

資　　　　　本　　　　　の　　　　　部



１

２

３

４

（３）

  ・主な耐用年数

・・・ 職員の期末・勤勉手当及び期末・勤勉手当に係る法定福利費の支給に備えるため、当事業年度末における

（１）

（現在は該当資産なし）

（３）

引当金の計上方法

（２）

退職給付引当金

機械及び装置

固定資産の減価償却の方法

     リース取引開始日が平成２６年３月３１日以前のリース取引については、引き続き通常の賃貸取引に係る方法に準じた会計処理を行う。

・・・

（２）

  ・定額法

　４～　６年

工具器具及び備品

無形固定資産（リース資産をのぞく）

等に応じて発生する追加的な費用負担は全て一般会計が負担することとしているため、将来水道事業会計には

新たな追加費用の発生はないことから退職給付引当金の計上は行わない。

リース資産に係る経過措置

・・・

賞与引当金

貸倒引当金

支給見込額に基づき、当事業年度負担に属する額（１２月～３月までの４ヶ月分）を計上。

貯蔵品 総平均法による原価法による。

（１） 有形固定資産（リース資産をのぞく）

　　　　５年

毎事業年度支払う一定の退職手当組合負担金（一般負担金）のみ水道事業会計が負担しており、積立金の不足

   －20－

Ⅰ．重要な会計方針

平成26年度より、改定後の地方公営企業会計基準を適用して、財務諸表等を作成。

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜き方式による。

債権の不納欠損による損失に備え、過去３年間の不納欠損実績による貸倒率の平均値から回収不能見込額を計上。

その他

　８～２０年

車両運搬具

  ・定額法

（１）

【　注　記　】

建物 １０～５０年

構築物 ２５～６０年

消費税等の会計処理

資産の評価基準及び評価方法



１

２

３

過疎対策事業債
に要する経費

3,733 2,309

簡易水道事業債
に要する経費

項　　　目

に平成２６年度期首時点で移行処理を行っている。

移行処理を行っている。

平成26年度より、改定後の地方公営企業会計基準を適用して、財務諸表等を作成。

繰出基準割合

令和６年度以降の
累計繰出基準額

資本剰余金残額は、土地の取得（非償却資産）に充てた補助金等の額である。（３）

（２） 資本・負債の処理

100%

（３） みなし償却制度廃止に伴う減価償却累計額追加額と同額を資本剰余金より減額している。

みなし償却制度廃止に伴う移行処理について

旧みなし償却規定を適用していた一部資産は、当初から当該規定を適用していなかった場合の帳簿価格まで減額し平成２６年度期首時点で

169,949

簡易水道債(臨時措
置分)に要する経費

簡易水道未普及解
消緊急対策事業債

に要する経費

統合簡易水道事業
債に要する経費

100% 2/3

17,766 2,489

1,638

50％

819

17,766 293,132

2,309

50%

146,566

令和５年度末
企業債残高

企業債残高のうち一般会計負担見込額は 169,949 千円である。

（１）

償却資産に対応する資本剰余金を特定し、既に減価償却された部分に見合う資本剰余金の額を未処分利益剰余金に振り替えた上で、残額を

負債（長期前受金）に平成２６年度期首時点で移行処理を行っている。

（２）

補助金等により取得した固定資産の償却制度に伴う移行処理について（みなし償却適用非該当資産）

（１）

Ⅱ．予定貸借対照表等関連

企業債の償還に係る他会計の負担

（１）

（単位：千円）
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資産の処理

償却資産に対応する資本剰余金を特定し、当該資産の減額分と同額を当該資本剰余金から減額した上で、その残額を負債（長期前受金）

資本・負債の処理

既に減価償却しており処理不要。

資産の処理

合　　計
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収  　入

金　　額

 1水道事業収益 407,000 399,000 8,000

1営業収益 357,064 345,022 12,042

1 給水収益 351,548 340,906 10,642

 1 水道料金 351,548 水道料金 351,548

9 その他営業収益 5,516 4,116 1,400

 1 材料売却収益 1 材料売却収益 1

 2 手数料 50 証明手数料等 50

 3 加入金 3,410 加入金 3,410

 4 雑収益 1 雑収益 1

5 他会計負担金 2,054 消火栓維持管理負担金 2,054

2営業外収益 49,935 53,977 △ 4,042

 1 受取利息及び配当金 1 1 0

 1 預金利息 1 預金利息 1

 2 他会計補助金 6,854 9,932 △ 3,078

 1 他会計補助金 6,854 児童手当分 140

起債償還利子分 4,014

その他補助金 2,700

5 長期前受金戻入 41,077 44,040 △ 2,963

1 受贈財産評価額長期前受金戻入 2,809 受贈財産評価額長期前受金戻入 2,809

5 他会計補助金長期前受金戻入 23,528 他会計補助金長期前受金戻入 23,528

6 国庫補助金長期前受金戻入 3,043 国庫補助金長期前受金戻入 3,043

7 県補助金長期前受金戻入 848 県補助金長期前受金戻入 848

8 工事負担金長期前受金戻入 7,197 工事負担金長期前受金戻入 7,197

9 他会計繰入金長期前受金戻入 3,652 他会計繰入金長期前受金戻入 3,652

令和５年度 みなかみ町水道事業会計予算見積書
収益的収入及び支出

(単位：千円)

 款　　　　項 目 本　年　度 前　年　度 比較(△減)
計　　　　　　上　　　　　　概　　　　　　要

節 付　　　　　　　　　　　記



収  　入

金　　額

7 雑収益 2,003 4 1,999

9 その他雑収益 2,003 その他雑収益 2,003

3特別利益 1 1 0

1 過年度損益修正益 1 1 0

 1 過年度損益修正益 1 過年度損益修正益 1

407,000 399,000 8,000
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収　　入　　合　　計

(単位：千円)

 款　　　　項 目 本　年　度 前　年　度 比較(△減)
計　　　　　　上　　　　　　概　　　　　　要

節 付　　　　　　　　　　　記



 －24－

金　　額

 1水道事業費用 395,000 371,000 24,000

1営業費用 371,632 345,441 26,191

 1 原水及び浄水費 102,941 81,552 21,389

22 備消耗品費 600 水質検査試薬等 600

24 燃料費 33 燃料費 33

26 光熱水費 2,946 電気料金 2,946

32 委託料 18,124 水質管理委託料 1,716

施設管理委託料 15,881

電気保安業務委託料 505

浄化槽維持管理委託料 22

34 手数料 8,991 水質検査手数料 8,991

36 賃借料 4,283 水道用地借地料 4,283

38 修繕費 2,000 施設・機械器具等修繕費 2,000

46 動力費 62,640 動力費 62,640

48 薬品費 1,300 薬品費 1,300

52 補償金 2,024 補償金 2,024

 2 配水及び給水費 52,078 37,769 14,309

22 備消耗品費 100 施設管理消耗品費 100

26 光熱水費 1,338 電気料金 1,338

38 修繕費 26,690 量水器交換修繕費 19,690

漏水及び老朽施設修繕費 7,000

44 路面復旧費 1,500 路面復旧費 1,500

46 動力費 16,950 動力費 16,950

50 材料費 5,500 修繕用材料費 5,500

計　　　　　　上　　　　　　概　　　　　　要

節 付　　　　　　　　　　　記

支  　出 (単位：千円)

 款　　　　項 目 本　年　度 前　年　度 比較(△減)



金　　額

 4 総係費 87,731 94,369 △ 6,638

2 給料 16,230 給料 16,230

4 手当 14,430 扶養手当 450

住居手当 310

通勤手当 320

時間外勤務手当 3,860

期末勤勉手当 6,480

寒冷地手当 290

児童手当 140

退職手当 2,580

6 賞与引当金繰入額 4,093 賞与引当金繰入額 4,093

10 法定福利費 5,800 共済組合負担金 5,800

14 報酬 65 水道事業運営審議会委員報酬 65

16 旅費 50 旅費 50

22 備消耗品費 400 事務・作業用・電算機用備消耗品費 200

公用車消耗品費 200

24 燃料費 1,429 燃料費 1,429

28 印刷製本費 380 納付書・検針用ロール紙等印刷費 380

30 通信運搬費 4,958 電話料金 4,358

郵便料金 600

32 委託料 26,705 電算機保守・料金徴収業務委託料　 26,405

その他委託料 300

34 手数料 992 自動車車検手数料 100

口座振替手数料 315

コンビニ納付手数料 375

産業廃棄物処理手数料等 202
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支  　出 (単位：千円)

 款　　　　項 目 本　年　度 前　年　度 比較(△減)
計　　　　　　上　　　　　　概　　　　　　要

節 付　　　　　　　　　　　記
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金　　額

36 賃借料 8,668 電話回線専用料 1,223

電算機賃借料 6,570

電柱共架料 61

積算システムリース料 814

38 修繕費 750 公用車修繕費 700

事務機器修繕費 50

64 負担金 580 日本水道協会正会員・県支部負担金 130

利根沼田簡易水道協会賛助会費 50

古馬牧用水組合負担金 260

会議・研修費等 140

68 保険料 487 施設賠償責任保険料 347

自動車損害賠償責任保険料 140

70 公課費 104 自動車重量税 104

72 補助金 110 利根漁業協同組合補助金 110

74 貸倒引当金繰入額 1,500 貸倒引当金繰入額 1,500

 5 減価償却費 128,084 130,987 △ 2,903

 1 有形固定資産減価償却費 128,084 建物減価償却費 2,520

構築物減価償却費 100,365

機械及び装置減価償却費 23,481

車両及び運搬具減価償却費等 1,718

6 資産減耗費 797 763 34

1 固定資産除却費 797 固定資産除却費 797

9 その他営業費用 1 1 0

 1 材料売却原価 1 材料売却原価 1

2営業外費用 22,367 24,558 △ 2,191

 1 支払利息及び企業債取扱諸費 11,367 13,558 △ 2,191

支  　出 (単位：千円)

 款　　　　項 目 本　年　度 前　年　度 比較(△減)
計　　　　　　上　　　　　　概　　　　　　要

節 付　　　　　　　　　　　記



金　　額

 1 企業債利息 11,301 企業債利息 11,301

 2 借入金利息 66 一時借入金利息 66

 2 消費税 10,000 10,000 0

 1 消費税 10,000 消費税 10,000

 3 雑支出 1,000 1,000 0

9 その他雑支出 1,000 雑支出 1,000

3特別損失 1 1 0

2 過年度損益修正損 1 1 0

 1 過年度損益修正損 1 過年度損益修正損 1

4予備費 1,000 1,000 0

 1 予備費 1,000 1,000 0

 1 予備費 1,000 予備費 1,000

395,000 371,000 24,000
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支　　出　　合　　計

計　　　　　　上　　　　　　概　　　　　　要

節 付　　　　　　　　　　　記

支  　出 (単位：千円)

 款　　　　項 目 本　年　度 前　年　度 比較(△減)



 －28－

金　　額

 1水道事業資本的収入 241,000 159,000 82,000

１企業債 102,500 91,380 11,120

1 企業債 102,500 91,380 11,120

1 建設改良費等企業債 51,250 上水道事業債 51,250

2 その他企業債 51,250 過疎債 51,250

2工事負担金 41,366 31,043 10,323

1 工事負担金 41,366 31,043 10,323

1 工事負担金 41,366 工事負担金 25,366

消火栓設置工事負担金 16,000

3補助金 97,134 36,577 60,557

 1 補助金 97,134 36,577 60,557

 1 補助金 97,134 一般会計補助金

　起債償還元金分 97,134

241,000 159,000 82,000

資本的収入及び支出

収　　入　　合　　計

 款　　　　項 目
計　　　　　　上　　　　　　概　　　　　　要

節 付　　　　　　　　　　　記
本　年　度 前　年　度 比較(△減)

収  　入 (単位：千円)



金　　額

1 水道事業資本的支出 357,000 254,000 103,000

1建設改良費 276,018 166,102 109,916

 1 施設改良工事費 161,761 69,298 92,463

32 委託料 13,000 委託料 13,000

58 工事請負費 148,761 工事請負費

　奈女沢配水管布設工事

　水明荘配水管布設替工事

　無多子沢取水施設改修工事　　等

 2 固定資産購入費 114,257 96,804 17,453

1 土地購入費 1,000 施設用地費 1,000

4 機械及び装置購入費 113,257 量水器購入費

水道施設監視装置更新工事　等

2企業債償還金 80,982 87,898 △ 6,916

 1 企業債償還金 80,982 87,898 △ 6,916

 1 建設改良費等企業債償還金 80,982 建設改良費等企業債償還金 80,982

357,000 254,000 103,000

金　　額

 1たな卸資産購入限度額 3,650 3,650 0

1たな卸資産購入限度額 3,650 3,650 0

 1 たな卸資産購入限度額 3,650 3,650 0

 1 たな卸資産購入限度額 3,650 たな卸資産購入限度額 3,650

3,650 3,650 0
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計　　　　　　上　　　　　　概　　　　　　要

節 付　　　　　　　　　　　記
 款　　　　項 目 本　年　度 前　年　度 比較(△減)

支  　出 (単位：千円)

支　　出　　合　　計

支　　出　　合　　計

たな卸資産購入限度額

支  　出 (単位：千円)

 款　　　　項 目 本　年　度 前　年　度 比較(△減)
計　　　　　　上　　　　　　概　　　　　　要

節 付　　　　　　　　　　　記
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